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法人税

中間 期限後 修正 中間 期限後 修正

申告書
申告書

こ の 申 告 書 に よ る 法 人 税 額 の 計 算

事業年度分の法人税
課税事業年度分の地方法人税

中間申告の場合

の 計 算 期 間
 令和 　年 　月　 日

 令和　 年　 月 　日

国内源泉所得に係る
事業等の責任者
記　名　押　印
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こ の 申 告 書 に よ る 地 方 法 人 税 額 の 計 算

課 税 標 準 法 人 税 額

中間申告分の地方法人税額

差引確定地方法人税額

（12）
課 税 標 準
法 人 税 額

この申告により納付
すべき地方法人税額
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(32)-(33)
(中間申告の場合はその税額)

00

確定地方法人税額

000

30

法人番号

適用額明細書
提 出 の 有 無

税 理 士 法 第 3 0 条
の 書 面 提 出 有

税 理 士 法 第 3 3 条
の２の書面提出有

記名押印

令 和

平成・令和

        令和

10.3％


